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１．問　題

企業組織におけるワーク・ライフ・バランス（以下、WLB）の推進にあたっては、職場の上司（管
理職）の役割が重要となることが示されている（Carlson, Ferguson, Kacmar, Grzywacz & Whitten, 2011; 

Hammer, Kossek, Zimmerman & Daniels, 2007）。例えば、従業員がフレックスタイム制度や在宅勤務制
度等の WLB 施策を利用するには、上司が施策の利用を支援する後押しが鍵となることが指摘されて
いる（Allen, 2001）。また、部下―上司間において信頼関係が構築されていることも部下が WLB を実
現する上で重要な要因となっている（Tummers & Bronkhorst, 2014）。その他にも、上司が部下の私生
活に干渉することは望ましくないという見方がある一方、部下は上司に私生活に配慮してもらい、仕
事と私生活におけるニーズを満たしたいと考えているという報告もある（Clark, 2000）。

このように、部下の WLB のためには上司は部下との関係を構築し、私生活も含め WLB を実現する
ためのニーズを把握することや、WLB の実現を後押しするような支援行動をとることが求められる。
しかし、管理職は多忙であり、従業員の私生活のニーズにまで耳を傾けるような丁寧なマネジメント
を行うことは現実には困難である（武石， 2011）。この点に対し、武石（2011）は労働時間管理の適用
度外者である管理職層の働き方を変えていくことによる従業員の WLB の実現や効率的な職場運営へ
の影響は大きいということを指摘している。管理職の働き方を変え、管理職の WLB にも注意を払う
ことは管理職のウェルビーイングの向上につながるだろう。そして管理職が心身ともに充実した状態
にあることにより、部下の WLB を後押しするような丁寧なマネジメントが行いやすくなると考えら
れる。

しかし、これまで WLB 研究において主な研究対象となっていたのは非管理職であり、彼（彼女）ら
の WLB に関わる要因が主として明らかにされてきた。後述するが、非管理職の WLB における管理職
の役割の重要性や、クロスオーバーの観点からも、管理職の WLB に着目する必要性は明らかであろ
う。だが、管理職のみに限定した WLB に関わる要因に着目した研究は少ない。したがって、本研究
では管理職、特にライン管理職の WLB に関わる要因を探索的に検討する。

管理職のワーク・ライフ・バランスに関わる
要因の探索的研究

岸　野　早　希
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２．先行研究レビュー

2．1　管理職の役割と管理職のWLBの重要性
管理職とは「部下の働きを通じて自己の課せられた課題を遂行する者」である（佐藤・藤村・八代， 

2015）。管理職は外（外部の個人や機関、社内の他部門）、上（上層部の管理組織）、下（職場）の三方
向に対する役割を担う（伊丹・加護野， 2003）が、これらの役割のうち、職場においては部下への業
務の割当てや説明といった業務マネジメント、業務遂行に必要な能力の育成や仕事意欲の喚起といっ
た部下マネジメントを担う（佐藤他， 2015）。

管理職の役割のうち、近年では部下の主体的な職務遂行が仕事の成果を規定する業務が増えている
ことから、部下マネジメントの重要性が特に高まっている（ワーク・ライフ・バランス＆多様性推進・
研究プロジェクト， 2014）。しかし、管理職自身がプレーヤーとして業務にあたる、いわゆるプレイン
グマネジャーが日本企業では多く見られるようになっており、管理職が多忙なことにより、本来の管
理職が果たすべき役割に十分に時間をあてる余裕がないことが指摘されている（武石， 2016）。さらに、
今日では働き方改革の推進に伴い、部下の WLB を考慮したマネジメントも求められるようになって
いる。

このように、管理職に求められる役割は複雑化し、プレーヤーとしての業務も担う管理職が増えて
いるが、部下の WLB の実現には上司の支援が欠かせない。企業組織における WLB の推進については
特に職場の上司が重要な役割を担うことが指摘されているからである。上司は多くの場合、職場の規
範をつくるゲートキーパーである（Carlson et al., 2011）。WLB を図るための WLB 施策の利用や出社・
帰宅時間の管理に柔軟性を持つには、職場の上司が施策の利用や多様な働き方に対して寛容であるか
にかかっており、上司という存在は部下の WLB に大きく関わっている（Hammer et al., 2007）。また、
部下―上司間の関係性の質によっても部下の WLB が変わることが示されている。上司との間に質の
良い関係が築かれている場合には、部下は上司から仕事や私生活において適切な支援を受けることが
できると確信できるからである（Tummers & Bronkhorst, 2014）。

さらに、クロスオーバー効果の観点からも、管理職自身の WLB も重要となる。クロスオーバーと
は、ある人の経験が同じ社会環境にある他者の経験に影響を与える場合に作用する個人間の対となっ
た伝達のことである（Carlson, et al., 2011; Greenhaus & Powell, 2006; Westman, 2001）。上司―部下間
のクロスオーバー研究によれば、管理職自身が WLB を実現できていることが部下の WLB の実現につ
ながることが示唆される。クロスオーバーに関する先行研究において、上司のワーク・ライフ・エン
リッチメントが高まることが従業員にとって望ましいマネジメントの増大につながり、部下の仕事か
ら家庭へのポジティブな経験につながることが示されている（Carlson et al., 2011）。また、管理職が感
じているストレスは部下に対しても伝播し、また部下のストレスも管理職へと伝播し、職場において
負の循環が生まれることも示されている（Westman, 2001）。これらの先行研究からも、管理職の WLB

を後押しすることの重要性が窺える。
加えて、今日の日本社会での動きとして、部下の WLB に対して配慮をし、自身も WLB を実現しよ
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うと取り組む管理職を「イクボス」と呼んで管理職の意識改革を行う動きが広がっている。イクボス
推進の中心となっている NPO 法人ファザーリング・ジャパンによると「イクボスとは、職場で共に
働く部下・スタッフの WLB（仕事と生活の両立）を考え、その人のキャリアと人生を応援しながら、
組織の業績も結果を出しつつ、自らも仕事と私生活を楽しむことができる上司（経営者・管理職）の
こと」であり、その対象は男性管理職に限らず女性管理職も含んでいる。そしてイクボスの証とする
10の条件の中にもやはり管理職自らが WLB を実現していくことの重要性が含まれている。

このように、管理職の WLB の実現は企業組織にとって大きな意味をもつことになる。しかしその
重要性に反して、管理職の WLB に着目した研究の蓄積はほとんどなされてきていない。WLB はすべ
ての働く人を対象とした議論である。そこにはもちろん管理職も含まれている。WLB は女性の就労と
子育ての問題と捉えられがちであるが、管理職層においても高齢化社会や離婚率の高まりにより、介
護や自身の孫の子育てに携わるなど、私生活において今後変化が生じる可能性が大いにある。したがっ
て、管理職も含め、すべての働く人にとっての仕事と生活の調和を考えなければならない。

2．2　WLBに関わる要因
WLB に関わる要因として、先行研究では様々な要因が検討されているが、それらを大別すると仕事

領域に関する変数、仕事以外の領域に関する変数、個人・人口統計学的変数の３つに分けられる（Eby, 

Casper, Lockwood, Bordeaux & Brinley, 2005; Byron, 2005）。これらの分類ごとに見ていくと、まず、仕
事領域に関する変数として、職務関与、労働時間、スケジュールの柔軟性や仕事のストレス、ワーク・
サポート、といった仕事と職場に関する要因が挙げられる。次に、仕事以外の領域に関する変数とし
て、夫婦間の対立、家事や育児に費やす時間、子どもの数、末子の年齢、配偶者サポート、といった
家庭からの要求やその他の仕事以外の生活に関する要因が挙げられる。そして、個人・人口統計学的
変数として、性格、行動、および性別、収入、コーピング・スタイルなどの個人差が挙げられる（Byron, 

2005; Eby et al., 2005; Ferguson, Carlson, Zivnuska & Whitten, 2012; French & Johnson, 2016）。
このように先行研究では WLB に関わる要因が検討されているが、これまで WLB 研究において主な

研究対象となっていたのは非管理職であり、彼（彼女）らの WLB に関わる要因が主として明らかに
されている。企業組織における WLB 推進にあたっては管理職を含めたすべての働く人の WLB の実現
が望まれることから、本研究ではこれまで研究対象として見過ごされてきた管理職、特に、職場にお
いて非管理職層に直接的に関与し、影響を与えるライン管理職（坂爪， 2020）の WLB に関わる要因を
探索的に検討する。

2．3　リサーチクエスチョン
上述した先行研究を踏まえ、本稿では下記の問いについて検討を行う。
RQ. 管理職の WLB にはどのような要因が関わるのか
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３．研究方法

3．1　研究対象
RQ の検討にあたり、国内大手メーカー A 社の管理職を対象としたインタビュー調査を実施した。調

査対象となった A 社では、ダイバーシティの実現を経営方針に掲げ、多様な人材が活躍できる職場づ
くりを目指し、働き方改革や多様な人材の獲得と活用に取り組んでいる。働き方を改革していくため
に、A 社では所定労働時間の短縮、フレックスタイム制や営業みなし労働時間制の廃止といった労働
時間の調整に関わる取り組み、テレワーク等の働く時間と場所を柔軟に設定するための施策を導入し
ている。

A 社における調査では、人事セクションが窓口となり、人事担当者らが選定した10名の管理職に対
してインタビューを実施した。10名の管理職には事業部長職１名、部長職２名、次長職２名、課長職
５名が含まれていた。本研究ではライン管理職の WLB に関わる要因を検討することを目的としてい
ることから、インタビューを実施した10名の管理職のうち、課長職である５名の管理職を分析の対象
とした。

3．2　調査方法
インタビュー調査は、2020年２月に

A 社の会議室にて対面で実施した。分
析対象者のプロフィールについては表
１の通りである。

インタビューの１回あたりの時間は
およそ50分であり、インタビュー対象
者には事前に大まかな質問項目を配布
し、その質問項目をもとに半構造化インタビューを行った。インタビューは調査対象者の承諾を得た
上で IC レコーダーで録音し、録音データから逐語録を作成した。

４．分析結果

５名の管理職の WLB については、すべての管理職が問題なし、あるいは概ね満足しているという
状況であった。そして、管理職らの WLB についての語りから WLB に関わる要因を分類・整理するた
めに KJ 法を用いて分析を行った（川喜田， 2021）。

５名の管理職に対するインタビューから得られた WLB についての語りを抽出し、内容をカードに
転記したところ、23個の要因が抽出された。次にカードの編成を行った結果、３個のカテゴリー、８
個のサブカテゴリー、14個のコードに分類された（表２）。

表１　インタビュー対象者のプロフィール
性別 年齢 所属部門 管理職年数

A 氏 女性 40代 営業部門 ５年未満
B 氏 女性 40代 コーポレート部門 ５年以上10年未満
C 氏 女性 50代 コーポレート部門 ５年以上10年未満
D 氏 男性 40代 人事部門 ５年以上10年未満
E 氏 男性 40代 生産部門 ５年未満
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4．1　カテゴリー別の内容
まず、「仕事生活に関わる要因」は主として管理職の WLB に関わる仕事生活の領域における項目で

ある。「仕事時間の不足」、「マネジメントにおける葛藤」、「部下の成熟度」、「部門の特性」、「組織から
の WLB 支援」の５個のサブカテゴリーで構成されている。サブカテゴリーのうち「仕事での時間不
足」は、「業務量による時間不足」、「家庭事情による仕事時間制約」の２個のコード、「マネジメント

表２　KJ法による分類の結果
カテゴリー名 サブカテゴリー名 コード データの一部（要点）

仕事生活に関わ
る要因

仕事時間の不足

業務量による時間
不足

・�仕事でやりたいことはたくさんあるが、業務
量に対して人手が足らず時間がない。

家庭事情による仕
事時間制約

・�親としての役割を果たしたい気持ちもある一
方、家庭の事情による時間的な制約でやりた
い仕事ができず、もっとやりたいという気持
ちを伏せていた。

マネジメントにおけ
る葛藤

プレイヤー業務
・�実務ばかりをして、やりたいと考えている人

材育成や将来を描くような業務が後回しに
なっている。

育成意欲と職場構
成員

・�若手の育成をやっていきたいが、部下が全員
ベテラン社員であり難しい。

部下への要求の抑
制

・�部下にもっと自分から仕事を奪ってほしい気
持ちはあれどそれを求めてはいけない時代の
風潮がある。

生産性向上への圧
力

・�労働時間を減らせ、売上げを上げろ、という
ところでの葛藤がある。

部下の成熟度 自立した部下 ・�部下がベテラン社員で自立しているため精神
的圧力が減っている。

部門の特性 業務の不確実性の
低さ

・�緊急の呼び出しや休日出勤がなく精神的に和
らいでいる。

・計画性が高い業務である。

組織からのWLB支援 WLB支援策による
効果

・�時間を変形できることやテレワークにより家
族の看病や通院に対して臨機応変に対応でき
る。

・�時間や場所を柔軟に働くことができることで
突発的な家庭の事情に対応でき、気持ち的に
楽になっている。

仕事以外の生活
に関わる要因

配偶者との役割分担 配偶者との分担バ
ランス

・�配偶者との育児の分担バランスでの葛藤がな
いこともない。

自分時間の確保

趣味の時間
・�家族の面倒を見ることを楽しんでいる一方

で、自分の好きなことをするには至っていな
いため、もう少しという気持ちがある。

私生活での学び
・�プライベートの場においても職場のマネジメ

ントに使える情報を集めて思考していること
が楽しい。

両立のための対
処行動 対処行動

割り切り ・�ある程度子どもが大きくなれば仕事をすると
いう割り切りはできるようになっている。

労働時間の削減に
向けた取り組み

・�労働時間短縮のために仕事の無駄をなくす仕
組みの検討など試行錯誤している。
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における葛藤」は「プレイヤー業務」、「育成意欲と職場構成員」、「部下への要求の抑制」、「生産性向
上への圧力」の４個のコード、「部下の成熟度」は「自立した部下」の１個のコード、「部門の特性」
は「業務の不確実性の低さ」の１個のコード、「組織からの WLB 支援」は「WLB 支援策による効果」
の１個のコードから構成される。

次に、「仕事以外の生活に関わる要因」は主として管理職の WLB に関わる仕事以外の生活領域にお
ける項目である。「配偶者との役割分担」、「自分時間の確保」の２個のサブカテゴリーで構成されてお
り、「配偶者との役割分担」は「配偶者との分担バランス」の１個のコード、「自分時間の確保」は「趣
味の時間」、「私生活での学び」の２個のコードで構成される。
「両立のための対処行動」は仕事と仕事以外の生活の両立のために行う対処行動であり、仕事と仕事

以外の生活に葛藤が生じた際に、自身の WLB を保つためにとられる行動である。サブカテゴリーは
「対処行動」のみで、「割り切り」、「労働時間の削減に向けた取り組み」の２個のコードから構成され
る。

５．考　察

本研究の目的は管理職の WLB に関わる要因を探索的に検討することであった。前章における分析
結果より、管理職の WLB に関わる３個の要因が抽出された。

１つ目のカテゴリー「仕事生活に関わる要因」については、主として仕事生活の領域における項目
であった。サブカテゴリーは５個あるが、そのうち「仕事時間の不足」と「マネジメントにおける葛
藤」の２個については WLB の障壁となる要因として考えられる。具体的な内容を見ると、これら２
個のサブカテゴリーについては、時間不足でやりたい仕事ができない、役割を思うように果たせない
等の内容が含まれている。自身がやりたいと考えていることができていない、ということから管理職
の WLB の障壁となる要因として考えられる。

サブカテゴリー「部下の成熟度」については、WLB の障壁と寄与のどちらにもなりうる要因である
と考えられる。具体的な内容を見ると、ベテラン社員の部下が自立していることで管理職の精神的負
荷が軽減されるという内容が含まれている。部下の成熟度が高い場合には、管理職が細かい指示を出
さずとも部下が業務を遂行でき、また管理職のプレーヤー業務を委譲できる可能性が高い。そのため、
管理職のプレーヤー業務の削減や、やりたい仕事の追求につながり、管理職の WLB に寄与すること
が考えられる。しかし、「育成意欲と職場構成員」のコードにあるように、若手の育成をやりたいが、
職場の部下の成熟度が高いために叶わない、ということもある。管理職がやりたいと考える仕事によっ
ては部下の成熟度が高いことは障壁となる可能性がここから示唆される。したがって、「部下の成熟
度」については WLB の障壁と寄与のどちらにもなりうる要因であると考えられる。
「部門の特性」、「組織からの WLB 支援」の２個のサブカテゴリーについては WLB に寄与する要因

として考えられる。具体的な内容を見ると、不確実性の低い業務を担う部門であることで管理職の精
神的負荷が軽減されるという内容や、働く時間や場所に関する施策を利用することによって介護や通
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院といった仕事以外の生活との両立が可能となることが含まれている。不確実性が低い業務の場合に
は業務の見通しが立てやすいことから、仕事以外の生活との調整を図りやすい。また、施策の利用に
より管理職も私生活の状況に合わせた柔軟な働き方が実現できる。したがって、「部門の特性」、「組織
からの WLB 支援」は WLB に寄与する要因として考えられる。

２つ目のカテゴリー「仕事以外の生活に関わる要因」については、仕事以外の領域における項目で
あった。「配偶者との役割分担」、「自分時間の確保」の２個のサブカテゴリーが得られたが、「配偶者
との役割分担」については、WLB の障壁となる要因、「自分時間の確保」については WLB の障壁と
寄与のどちらにもなりうる要因であると考えられる。
「配偶者との役割分担」の具体的な内容を見ると、子育てにおいて配偶者との分担のバランスがうま

く取れていないと感じている場合に葛藤を抱くという内容が含まれている。配偶者と比べて育児に費
やす時間が多い場合には、仕事に使える時間が減る。仕事をもっとしたい気持ちがあっても、時間的
な制約からその気持ちを抑え込まなければならない。また、配偶者との役割分担の不公平さに対して
も葛藤を抱く。したがって、WLB の障壁となるのである。

他方、「自分時間の確保」については、仕事以外の生活の中で自身が楽しいと思える活動ができてい
る場合には充実感が得られるが、しかし、趣味のような自分のためだけの活動の時間をうまく確保で
きていなければ満足できない感覚を抱くという内容が含まれている。したがって、自分のための時間
を確保できる場合は WLB に寄与し、確保ができない場合は WLB の障壁になる要因であると考えられ
る。

３つ目のカテゴリー「両立のための対処行動」は仕事と仕事以外の生活の両立のために行う対処行
動であった。サブカテゴリーは「対処行動」であるが、仕事と仕事以外の生活に葛藤が生じた際に、
自身の WLB を保つためにとられる行動であるため、WLB に間接的に寄与する要因であると考えられ
る。具体的な内容を見ると、子どもが成長すればいずれ仕事はできるようになると割り切ることや、
労働時間削減のために業務の見直しや仕組みを模索するといった内容が含まれる。これらの行動をと
ることにより、葛藤を抱く機会の低減や、自らの取り組みの成果によって働き方の向上につながる可
能性があることから、WLB に寄与する要因と考えられる。

上記では３つのカテゴリーについて考察を行ってきたが、本研究で抽出された管理職の WLB に関
わる要因について、先行研究で検討されてきた要因と照らし合わせると、概ね一致している。「仕事に
関わる要因」については、労働時間、職務関与、スケジュールの柔軟性、仕事のストレス、ワーク・
サポート、「仕事以外の要因」については夫婦間の対立、「両立のための対処行動」についてはコーピ
ング・スタイルに該当してくると考えられる。

他方で、本研究により新たに提示された要因もある。「仕事に関わる要因」のサブカテゴリー「部下
の成熟度」である。部下の成熟度については管理職の WLB の障壁と寄与のどちらにもなりうる要因
であった。部下の成熟度が高いことが管理職の業務負担の軽減につながり、それが管理職の WLB に
寄与する可能性がある。一方で、育成に意欲を持つ管理職の場合には成熟した部下のみを持つ場合に
満足できない感覚を抱く可能性もある。職場の構成員の成熟度によって管理職の WLB に影響がでて
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くる可能性があることは新たな知見だろう。
また、２章において部下の WLB には管理職の支援が欠かせないことを述べたが、本研究が検討し

た限りでは、管理職の WLB に対するさらに上位の管理職からの支援に関わる要因は得られなかった。
組織からの WLB 支援による恩恵については見られたが、上位の管理職からの支援が要因として見ら
れなかったのは興味深い点である。この結果から、管理職としての役割特性として、権限を持ってい
ることにより、施策の活用に対する意識が非管理職とは異なる可能性が示唆される。

６．今後の研究課題

本研究では管理職の WLB に関わる要因について KJ 法を用いて検討した。本研究により WLB に関
わる３個のカテゴリー、８個のサブカテゴリー、14個のコードが得られたが、５名の同一企業に勤務
するライン管理職に基づく検討であることから、抽出できていない要因があると考えられる。他の企
業に勤務するライン管理職へのさらなる聞き取り調査やインタビュイー数を増やした調査を実施し、
要因を精査していくことが求められる。

また、これらの要因が管理職の WLB にどのように影響を与える可能性があるかという点について
も考察したが、実際にどの程度、どのように影響を与えるかについては明らかにしていない。抽出さ
れた要因をもとに質問票調査を実施し、定量的に検証することで影響関係を明らかにすることを今後
の課題としたい。

［謝辞］本研究は JSPS 科研費 JP18K12871の助成を受けたものである。
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